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1. はじめに 

ヒトの発達は中枢神経系の変化を背景として

いるが, 中枢神経系の発達は遺伝的要因を重

視した神経成熟理論から,環境とのやりとりのな

かで多様なネットワークを構築していくという神

経細胞群選択説 (Neuronal Group Selection 

Theory ; 以下,NGST)がヒトの運動発達を理解

するために使用されることが多くなっている 1－3). 

NGST によると定型的な運動発達には

Repertory(個体がもつ内在的な動きの種

類 ),Variability( 状況に最 も適 し た動 き を

repertory から選択する能力),Variation(運動の

結果として観察される動きの種類)という要素が

含まれている.乳幼児は様々な動作を獲得する

にあたって,まず多彩な Variation をもち,動作を

重ねるごとにVariabilityが発達しその目的に対

して適切な動きを選択し,Variationを減少させる.

このような変化を繰り返すことで動作を効率化

が不必要な神経回路の刈り込みや強化によっ

て起こり,より高度な運動や思考が可能となる. 

神経発達学によると,乳幼児は出生後早期に

すべての脳領域で神経回路が爆発的に発達

し 4),生後 1か月の乳児はすでに自発運動や動

揺に対する反応行動の中で感覚情報をもとに

姿勢のコントロールをしている 5).また,感覚運動

経験によって蓄積された運動スキルが新しい

動作を学習する過程で効率的に利用される 6). 

我々の研究室では,運動発達を NGST で説

明する具体的な例として,ハイハイ動作のへん

か過程に注目した研究を行っている.この研究

は当初,ハイハイから歩行獲得に至る過程のパ

ターンを探求する目的で実施されたが,この過

程が多様性に富むためパターン化が困難とさ

れた.そこで,多様なハイハイ動作を記録する手

段として,「ハイハイ動作分析基準」を考案し,改

良を重ねて現在は第 6版に至っている 7)（表 1）. 

この分析基準は,三次元動作分析解析機のよう

な大掛かりな装置を使用せず,場所を問わず乳

幼児の自然なハイハイ動作を分析でき,保育士

や保護者などの動作分析について専門的な知

識が無いものでも扱えるというコンセプトの元に

考案された.ハイハイ動作は,ハイハイ 1サイクル

における頭部や体幹などの各身体の動きを大

項目Ⅰ～Ⅳ,小項目計 24 項目でコード化され 

(表１),記録することができる．この記録されたコ

ードを用いた先行研究では,定型発達群と発達
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に遅れの疑いのある群のハイハイのバリエーシ

ョン累積総数に有意な差があり ,ハイハイの

Variability とその後の発達との関連が示唆され

ている 8). 

 

表 1. ハイハイ動作分析基準（第 6版） 

 

 

 

  図 1.コード化の方法 

 

しかし,この「ハイハイ動作分析基準(第 6版)」

は 24 項目と多くの動作を分析する必要があり,

時間・手間・専門的知識が求められる.臨床の

場で使用するためには,より簡略化された動作

分析基準が求められると考え,今回は動作項目

数の削減が可能かを検討することも目的として

研究を行った. 

 

2. 対象と方法 

本研究の分析対象は本研究室により 2015

年から 2020年までに撮影されたハイハイ動作

をコード化したデータであった.このデータは,ハ

イハイ動作に関する研究に参加した 42名の乳

幼児のうちハイハイをしない Shuffling Baby

（n=2）やデータ不足,保育所の退所などにより

ハイハイの評価もしくは発達評価を実施できな

かった対象を除外した 21名の乳幼児のもので

あった. 撮影は研究に協力を得られた保育所

内もしくは当研究室にて 1～2週間の間隔で行

い,乳児がハイハイを始めてから独立歩行がで

きるようになるまで継続されていた（のべ 262回

目撮影）. 

また,対象の乳幼児が 2歳以上になった時に

DENVERⅡ（日本語版 DENVERⅡ）を用いて発

達評価を行い, 「正常」または「疑わしい」のど

ちらかの結果を割り当てている.先行研究では,

この「正常」群と「疑わしい」群のハイハイのバリ

エーション累積総数に有意な差があり,本研究

では動作項目を示す項目のうち 1つを消去し

た場合に先行研究と同様の結果が得られるか

検証した.この検証方法を選択した理由は分析

対象となるコードには数字が割り当てられてい

るが,これは動作を記録するための名義尺度で

あり,バリエーション累積総数を求めるには手作

業でコードを削除する必要があった. 

さらに,動作分析基準の中で「 I-2; 右上肢

の使い方」「 I-3; 左上肢の使い方」などの動作

項目の内容が左右でのみ違っている動作項目

を「左右で対となっている動作項目」として, 9

ペアを削除対象とした. 

上記の条件で,動作項目を削除し,1桁ないし

は 2桁少ないコードを作成し,バリエーション累

積総数を求めた（図 2）.これらの処理を 21名

分実施し,「正常」群と「疑わしい」群の 2群間に

有意な差があるか検証した.一連の処理を全動
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作項目にて実施し,先行研究と同様の結果が

得られるかを検証した. 

 

 

図 2.コード化されたデータの処理方法 

 

3. 統計処理 

データ解析には,統計解析ソフト JMP Pro 

17(SAS Institute Japan 製)を使用した.ハイハイ

のバリエーション累積総数の 2群間比較につ

いては,対応のない t検定を使用して解析した.

なお,統計的有意水準はｐ＜0.05 とした. 

 

4. 結果 

表２の「ハイハイ動作分析基準(第6版)」に含

まれる 24 項目を示すコードのうち１つを消去し

た場合では,以下の 2 項目で 2 群間に差が認

められなかった． 

① Ⅱ-1；右上肢を前に出す時(左上肢で

支持している時)の頭の傾き方 

② Ⅲ-5；脊柱の伸展 

 

表３の左右で対になっている動作項目を２つ同

時に消去した場合では，以下の 6 組で 2 群間

に差が認められなかった． 

① I-2；右上肢の支持の仕方(左上肢を前

に出すとき 

I-3； 左上肢の支持の仕方(右上肢を

前に出すとき 

② Ⅱ-1；右上肢を前に出すとき 

（左上肢で支持しているとき）の頭の

傾き方 

Ⅱ-3；左上肢を前に出すとき 

（右上肢で支持しているとき）の頭の

傾き方 

③ Ⅱ-2；右上肢が床についた時の頭の上

がり方 

Ⅱ-4；左上肢が床についた時の頭の上

がり方 

④ Ⅲ-1；右上肢を前に出すとき 

（左上肢で支持しているとき）上部体

幹の傾き方 

Ⅲ-2；左上肢を前に出すとき 

（右上肢で支持しているとき）上部体

幹の傾き方 

⑤ Ⅲ-3；右上肢を前に出すとき 

（左上肢で支持しているとき）下部体

幹の傾き方 

Ⅲ-4；左上肢を前に出すとき 

（右上肢で支持しているとき）下部体

幹の傾き方 

⑥ Ⅲ-6；右上肢を前に出すとき 

（左下肢で支持しているとき）脊柱の

側弯 

Ⅲ-7；左上肢を前に出すとき 

（右下肢で支持しているとき）脊柱の

側弯 

 

5. 考察 

 コードを 1つ削除した際に優位水準を満たさ

ない動作項目は「Ⅱ-1；右上肢を前に出す時(左

上肢で支持している時)の頭の傾き方」 ，「Ⅲ-

5；脊柱の伸展」であり，具体的な動作はそれぞ

れ「頭部をほぼ垂直に保っている」，「頭が左に

傾く」，「頭が右に傾く」，「背中が明らかに曲が

っている」であった．また，コードを 2つ削除し

た際に優位水準を満たさない項目の例として

「Ⅱ-1；右上肢を前に出すとき（左上肢で支持し

ているとき）の頭の傾き方，Ⅱ-3；左上肢を前に

出すとき（右上肢で支持しているとき）の頭の傾

き方」があり，具体的な動作は「頭をほぼ垂直

に保っている」「頭が左に傾く」「頭が右に傾く」

であった．そのほかの項目に関しても頭部や体

幹の動きが評価項目となっており，ハイハイ動

作の経験を通した運動学習とその後の発達を

評価するためには，頭部体幹における動作項

目が必須であることが明らかになった．
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表２．一項目ずつ消去際の結果 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

                      

表３．2項目ずつ消去した際の結果

  



 

-19- 

 

その理由について検討するにあたり，まず定

型発達児の出生からハイハイ動作獲得までの姿

勢反射と運動発達の流れを考慮に入れる必要が

ある． 

（出生～生後 3か月） 

ATNR や TLR の影響を受け,運動は不随意的な

原始反射を伴った動きが優位である.生後三か月

ごろ,非対称性緊張性頚反射(ATNR)や緊張性

迷路反射(TLR)が減衰し頭部の立ち直り反応が

発達するにつれて,正中位での頭部コントロール,

正中位指向(身体中心線上での四肢の運動),臥

位での抗重力位運動を獲得する. 

(生後 3～6カ月) 

ATNR や TLR の影響は次第に消失し,頭部・体

幹の立ち直り反応の発達と相まって,対称性姿勢,

頭部の安定性(定頸)を獲得する.正中位指向の

運動が活発になり,頭・目・手の協調性が発達す

る.3か月ごろから前腕支持(on forearm),4か月ご

ろから肘支持(on elbows),5 か月ごろから両手で

の支持(on hands),6 か月ごろピボットブローン(飛

行機肢位)が可能となり,体幹筋群の協調的な活

動と姿勢コントロールが発達する. 

(生後 6～9カ月) 

四つ這い位・座位での平衡反応(傾斜反応),前・

側方の上肢保護伸展反応が成熟し,臥位―側臥

位―四つ這い位―座位の様々なパターンと変化

に富んだ姿勢で遊ぶようになる.さらに腹臥位で

は,7 か月ごろから腹這い,8 か月ごろには四つ這

い位が可能となる(対称性緊張性頚反射｟STNR｠

が四つ這い位を誘導する).また 8か月ごろになる

と STNR が次第に消失し,9 か月ごろから交互性

の四つ這い移動が可能になり,座位においても 9

か月ごろから支持なしでの座位が可能となる 10）. 

ダイナミックシステム理論や NGST でも述べら

れているように,乳幼児の運動は環境との要因の

中で体の使い方が豊富になればなるほどバリエ

ーションが増える.そうすることによって,そのバリエ

ーションが内在した運動のレパートリーとなり,そ

の場その場での状況に適切な動きを選択するこ

とができるように発達してくのである.このような一

連の流れにおける基盤を構成しているのが頭部

―体幹である. 

運動発達における頭部―体幹の役割としては,

多様な運動行動を保障する抗重力性・支持性・

運動性などが挙げられ,それによって上肢のリー

チ動作や把持機能,下肢の運動性機能を保障す

る体幹の伸展・回旋(捻じれ)運動と体重移動など

が可能となる 11). 

以上の理由により,本研究において体幹に関

する項目を消去した際に発達の「正常」群と「疑

わしい」群の 2 群間に優位な差が認められなくな

ると考えられる. 

本分析基準法を用いて評価した対象児は,もと

もと神経学的・整形外科的に問題のない乳幼児

であった．後の調査で発達に遅れの疑いがある

乳児が含まれていることが判明したが，明らかな

運動障害や ASD，ADHDなどの発達障害を有

する児童が対象でないため,これらの児を早期発

見するための評価ツールとして用いることは難し

いと考えられる.しかし,本分析基準表を用いて評

価を行った結果,通常発達児と比較して発達に

遅れの疑いがある児童ではバリエーション数が

優位に少ないことが明らかになったため発達障

害の疑いのある児童に対するスクリーニング検査

としての可能性が示唆された. 

 

6. 結語 

本研究は，運動発達を神経細胞群選択説

（NGST）で説明する例としてハイハイ動作に着目

し，ハイハイ動作の記録のために考案された「ハ

イハイ動作分析基準（第 6版）」について，その

動作項目数の削減を検討する目的で行われた．

先行研究で用いられた同じデータを使用するこ

とで，動作項目を削除した際に同じ結果が得ら

れるかどうか検討した．その結果，ハイハイ動作

の経験を通した運動学習とその後の発達を評価

するためには，頭部体幹における動作項目が必

須であることが明らかになった． 

また,本研究の対象児には明確に診断された

児童を含まなかったため,今後精神運動発達遅

滞などの明確な診断がある児童を含んだ対象に

おいて評価を行った際にも同様の結果が現れれ

ば,本分析基準を用いたスクリーニングがより有用

性が得られるのではないかと思われる. 
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